
平
成


年

月


日
金
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第

号
)

官
報

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Masayuki Takada Vice

Director‑General, Kanto Regional Delopm‑

ent Bureau, Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : Operation management of the

port information processing system, 1 set

 Fulfillment period : by 31 March 2018

 Fulfillment place : as in tender do‑

cumentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting

 have a Grade A, B or C in Services

the Kanto・Koshinetsu district, in terms
of the qualification for participating in

tenders by Ministry of Land, Infrastruct‑

ure, Transport and Tourism (Single qua‑

lification for every ministry and agency)

in the fiscal year, 2016／2017／2018
 Time‑limit for tender : 14 : 00 8 March

2017

 Contact Point for the notice : Masao Ku‑

rashina, Accounting and Procurement Divi‑

sion, General Affairs Department, Kanto

Regional Development Bureau, Ministry of

Land, Infrastructure, Transport and Tou‑

rism ; 557 Kitanakadori, Naka‑ku, Yo‑
kohama‑city Kanagawa‑pref. 2318436 Ja‑
pan TEL 0452117413

 Acquire the electric certificate in case of

using the Electric procurement system

https://www.geps.go.jp/

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年１月 13 日
分任支出負担行為担当官 関東地方整備局

国営アルプスあづみの公園事務所長
佐藤 幸基

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 20
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 国営アルプスあづみの
公園ほかで使用する電気（電子調達システ
ム対象案件）契約電力61kW 予定使用
電力量137469kWh 契約電力248kW
予定使用電力量807918kWh 契約電力
187kW 予定使用電力量626237kWh
 調達件名の特質仕様等 入札説明書によ
る。
 使用期間 平成29年７月１日から平成30年
６月30日まで。
 需要場所 長野県安曇野市穂高牧149
12 長野県安曇野市堀金烏川33４ 長
野県大町市常盤7791４
上記納入場所の詳細は入札説明書による。

 入札方法 入札書に記載する金額は、各社
において設定する契約電力に対する単価（基
本料金単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価）を根拠とし、あらかじめ当局
が別途提示する月毎の予定契約電力及び予定
使用電力量に基づき算出した各月の対価の使
用期間に対する総額を入札金額とすること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額をもって落札価格とするので、
入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税
事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、消費税及び地方消費税に相当する金額を
含めて見積もった金額を入札書に記載するこ
と。
原則として、当該入札の執行において入札
執行回数は２回を限度とする。なお、当該入
札回数までに落札者が決定しない場合は、原
則として予算決算及び会計令第99条の２の規
定に基づく随意契約には、移行しない。
 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用
１）電子調達システムによる入札参加を希望
する場合は、電子認証（ＩＣカード）を取
得していること。
２）電子調達システムによりがたい場合は、
証明書等とともに紙入札方式参加願を提出
すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物
品の販売」で、Ａ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格
付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格
を有する者であること。なお「競争参加者の
資格に関する公示」（平成27年12月24日付官
報）に記載されている時期及び場所で競争参
加資格の申請を受け付ける。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（競争
参加資格に関する公示に基づきの競争参加
資格を継続する為に必要な手続きをおこなっ
た者は除く。）でないこと。
 証明書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、関東地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずるものとして、国
土交通省公共事業等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 入札説明書の交付を直接受けた者であるこ
と。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けていること。
 二酸化炭素排出係数、未利用エネルギーの
活用、再生可能新エネルギーの導入及び需要
家への省エネルギー・節電に関する情報提供
の取組に関し、入札説明書に記載する基準を
満たすこと。

３ 入札書及び入札内訳書の提出場所等
 電子調達システムのＵＲＬ、入札書の提出
場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先
電子調達システム
https://www.geps.go.jp

〒3998305 長野県安曇野市穂高牧149
12 国土交通省関東地方整備局国営アルプス
あづみの公園事務所総務課経理係 今関美佐
男 ＴＥＬ0263838671 内線222
 紙入札方式による入札書の提出場所、契約
条項を示す場所及び問い合わせ先 の問い
合わせ先に同じ。

 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法
１）入札説明書を電子調達システムにより交
付する。交付期間は平成29年１月13日から
平成29年３月21日までとする。
２）やむを得ない事由により、上記交付方法
による入手ができない入札参加希望者に対
しては、記録媒体（ＣＤＲ等）を上記
に持参又は郵送することにより電子データ
を交付する。持参による場合は、上記に
記録媒体を持参すること。郵送による場合
は、上記に記録媒体、返信用の封筒（切
手を貼付）、入札参加希望者の連絡先がわ
かるものを同封すること。受付期間は平成
29年１月13日から平成29年３月17日までの
土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、８時
30分から17時15分まで（最終日は16時まで）
とする。

 電子調達システムによる証明書等の提出期
限、及び紙入札による証明書等の提出期限
平成29年２月23日13時00分
 電子調達システムによる入札書の提出期
限、及び紙入札による入札書の提出期限 平
成29年３月17日16時00分
 開札の日時及び場所 平成29年３月21日10
時00分 国土交通省関東地方整備局国営アル
プスあづみの公園事務所会議室

４ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項
１）電子調達システムにより参加を希望する
者は、証明書等を上記３の提出期限まで
に、上記３に示すＵＲＬに提出しなけれ
ばならない。
２）紙入札方式により参加を希望する者は、
必要な証明書等を３の提出期限までに、
３に示す場所に持参又は書留郵便等（書
留郵便及び「民間事業者による信書の送達
に関する法律」（平成14年法律第99号）第２
条第６号に規定する一般信書便事業者若し
くは同条第９項に規定する特定信書便事業
者の提供する同条第２項に規定する信書便
のうち、引き受け及び配達記録をした信書
便をいう。）により提出しなければならな
い。
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